
学科名：

平成３０年度計画 平成３０年度実行内容

中期目標に対する中期計画の具体的
項目

各部局で、具体的な取組・実行内容
に基づいて計画実行する（具体的に
期限やレベルなど数値目標を挙げて
定量的に記載する）

（平成３０ ２ ９年計画の具体的実行
内容を具体的に期限やレベルなど数
値目標を挙げて定量的に記載する）

年度の中間及び年度末に計画の達成
状況を評価する。 該当する項目に
ついては、上段に中間報告、下段に
最終報告を記載する。
カリキュラム部会にて整合を保って
いるか検討を予定している。

　△ 　△

2019年2月6日経営学部教務委員会に
て、経営学部の教育理念・目的につ
いての学生認知度アンケート結果を
基に整合性を確認し、概ね問題が無
いこと、今後継続的に検討を行うこ
とを確認した。

　〇 　〇

就実大学のHPにて公表している。 　◎ 　◎
就実大学のHPにて公表している。 　◎ 　◎
カリキュラム部会にて検討を 良 い 呈
予定している

　△ ×

人事委員会、教務委員会も並行し、
カリキュラムの整合性を確認すると
ともに、転出に伴う人材配置を確保
する。また、中期的に人材の確保の
ためのロードマップを検討した。

　〇 　〇

6月7月にピアレビューを実施、各教
員はレビュー報告を提示し、相互研
鑽を実施している。

　△ 　△

年間の2度のレビューで相互研鑽を
実施するだけでなく、授業に向けた
改善策とその効果を論文で報告

　◎ 　◎

教務委員会でH31年度に向けて実施
予定

　△ ×

教務委員会主導で実施し、２月中に
完了した。

　〇 　〇

各種学会への投稿、論文発表をして
いる。

　◎ 　◎

各種学会への投稿及び、論文発表を
している

　◎ 　◎

後期に評価基準を見直す予定にして
いる

　△ ×

当面（２，３年）は学生アンケート
で継続的に認知度を確認する作業を
継続し、データが蓄積された時点で
外部専門家に意見を仰ぐ。

　〇 　〇

就実大学経営学会定例研究会を継続
的に実施している。2018年度第1回
は6月6日（水）寺前俊孝氏（就実大
学経営学部講師）が「国産豚肉の
（流通）ﾄﾚｰｻﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｨに関する研
究」、第2回は原田淳氏が（県立広
島大学総合教育ｾﾝﾀｰ教授「ｽﾄﾚｽﾏﾈｼﾞ
ﾒﾝﾄの技法と実際」、第3回は古塚秀
夫氏が（鳥取大学農学部教授）「ﾓﾝ
ｺﾞﾙにおける自計式農家経済簿の改
良と普及について」が報告し討論し
た。学会紀要『就実経営研究』の3
月発行に向けて投稿受付等、準備を
進めている。

　○ 　○

　○
大学HPの更新にあたって、学位授与
方針も更新して掲載した。

　○ 　○

　○
大学HPの更新にあたって、教育課程
の編成・実施方針も更新して掲載し
た。

　○ 　○

　○
未実施のため、年度内に実施する。 　△ ×

2019年2月2日〜5日で、学生に対
し、教育課程・学修成果に関するア
ンケートを実施し、諸ポリシーの認
知度、学修成果の達成度を調査・検
証した。結果的に満足できる結果が
得られ、当面現状を維持するととも
に、今後も継続的にアンケートを実
施することとした。

　○ 　○

キャップ・カリキュラムマップを見
直し、2018年度理由要覧に反映し
た。

　○ 　○

　○
初年次教育としてスタートアップ就
実を新設・実施した。

　○ 　○

　○
全ゼミナール共通で、テキストを用
いた初年次教育を行った。

　○ 　○

　○

スタートアップ就実や少人数ゼミ等
の講義でアクティブラーニングを
行った。

　○ 　○

　○
前期に、米国在住経営者による教場
での直接講義と通信システムを使っ
た遠隔講義を組み合わせた講義を実
施 し た
7月財団法人岡山経済研究所宮前調
査部長を招き、REASAS操作の研修実
施。基本操作を修得。

　○ 　○

　○
シラバスを改訂し、ウエブシラバス
として公開した。

　○ 　○

　○
計画は達成したが、不十分なため、
研修会等への参加が望ましい。

　△ 　△

就実大学大学院・就実大学の中期目標・中期計画に基づく各部局年度計画及び実行計画と達成状況

部局名（学部又は事務部）： 　経営学部

学長
評価

担当者
評価

計画達成状況
　部局及び学科における３０年度計画と実行計画

［理念・目的］
教育の理念・目的に基づき、人材
育成の目的、その他の教育研究上
の目的を適切に設定し公表すると
ともに、それを実現するために将
来を見据えた中・長期の計画その
他の諸施策を明確にする。

中　期　目　標 中　期　計　画

［教育課程・学修成果］
教育の理念・目的を実現するため
に、学位授与方針（ディプロマポ
リシー）及び教育課程の編成・実
施方針（カリキュラムポリシー）
を明示し、十分な教育上の成果を
上げるための教育内容を備えた体
系的な教育課程を編成するととも
に、効果的な教育を行うための
様々な措置を講じ、学修成果の修
得状況を把握し評価して、学位授
与を適切に行う。

教育研究活動等の諸活動について適
切かつ積極的に公表する。

教育研究活動については、『就実経
営研究』『地域貢献白書(就実大
学・就実短期大学)』等において公
表する。

学部の評価基準のもとに、点検・評
価を行う。

学部の評価基準を再検討するととも
に評価を行う。

就実大学経営学会定例研究会を継続
的に行う。
また、学会紀要『就実経営研究』を
年度内に発行する。

就実大学経営学会定例研究会を継続
的 に 行 う 。
学会紀要『就実経営研究』を年度内
に発行する。

計画：平成30年5月18日／中間報告：平成30年9月30日／最終報告：平成31年3月31日

教育課程の編成・実施方針を大学の
ホームページに掲載する。

［内部質保証］
教育の理念・目的を実現するため
に、内部質保証システムを構築
し、恒常的・継続的に教育の質の
保証及び向上に取り組む。

理念・目的を適切に設定し、その適
切性について、定期的に検証する。

経営学部の人材育成目標が適切かど
うかの検討を経営学部教務委員会に
おいて行う。 経営学部の人材育成目標が2018年度

以降のカリキュラムと整合性を持っ
ているかの検討を行う。

経営学部の履修要覧・HPなどを通じ
て周知・公表する。

経営学部の履修要覧・ＨＰなどを通
じて周知・公表する。

経営学部の人材目標を実現するため
の諸施策を設定する。

経営学部の人材育成目標を実現する
ためのカリキュラムおよび人材配置
の検討を行う。

ピアレビューを採用し相互に研鑽す
る体制を構築する。

学内制度のピアレビューを採用し相
互に研鑽する。

シラバスが適切かどうかのシラバ
ス・チェックを経営学部教務委員会
で行う。

シラバス・チェックの基準とシラバ
ス・チェックを経営学部教務委員会
で行う。

教育課程の編成・実施方針に基づ
き、学生の利便性やニーズを踏まえ
てカリキュラムマップを刷新する。

履修要覧を改定し、キャップの見直
し、カリキュラムマップの見直しを
行う事で、学生の利便性やニーズに
対応する。

スタートアップ就実を新設すること
で初年次教育の質を高める。

自校教育、仲間作り・人権教育、
キャリア・ライフデザイン教育、情
報教育を柱としたスタートアップ就

経営学部独自の初年次教育として、
少人数ゼミにて全ゼミナール共通
で、大学での学びの意味から研究の

全ゼミナール共通で、テキストを用
いた初年次教育を行う。

設定した学位授与方針を大学のホー
ムページに掲載する。

設定した学位授与方針を大学のホー
ムページに掲載する。

教育課程の編成・実施方針を大学の
ホームページに掲載する。

前期終了時に学生アンケートを実施
し、諸ポリシーが学生に伝わってい
るか否かを検証する。

前期終了時に学生アンケートを実施
し、諸ポリシーが学生に伝わってい
るか否かを検証する。

シラバスを改定し、授業の目的、到
達目標、授業内容・方法、授業計
画、成績評価方法・基準等を明らか

シラバスを改訂し、ウエブシラバス
として公開する。

新設・既存講義の中で学生の主体的
参加を促す授業方法を積極的に取り
入れる。

スタートアップ就実を、グループ
ワークを多用する構成とする。既存
講義の運営方法を見直し、学生に講
義をさせ、教員が補足的な指導をす

遠隔地教育などICT教育の促進を図
る。
統計ソフトウェア、財務データ等の
ビッグデータの活用により、経済、
経営分析の高度化を図る。

米国シリコンバレーからの遠隔地授
業を実施する。
外部講師による経済産業省の「地域
経済分析システム（RESAS）」の操
作、活用方法の習得を行う。

［教育研究組織］
教育の理念・目的を実現するため
に、適切な教育研究組織を整備す
る。

教育研究組織を適切に設定し、学術
の進展や社会の要請との適合性につ
いて、定期的に点検・評価を行い、
その結果をもとに改善・向上に向け
た取り組みを行う。

教育目標に基づく学位授与方針を設
定し、公的刊行物やホームページ等
によって、教職員及び学生に周知
教育目標・学位授与方針に基づく教
育課程の編成・実施方針を設定し、
公的刊行物やホームページ等によっ
て、教職員及び学生に周知し、社会

教育目標、学位授与方針及び教育課
程の編成・実施方針の適切性につい
て、定期的に検証する。

理念・目的を及び学部・研究科の目
的を学則又はこれに準ずる規則等に
適切に明示し、教職員及び学生に周

理念・目的を及び学部・研究科の目
的を実現していくため、将来を見据
えた中・長期の計画その他の諸施策
を設定する。

内部質保証の推進に責任を負う全学的
な体制を整備し、内部質保証のための
全学的な方針及び手続を明示する。

内部質保証の方針及び手続に基づき、
自己点検・評価を改革・改善に繋げる内
部質保証システムが有効に機能している
か検証する。
教育研究活動、自己点検・評価結果、財
務、その他の諸活動の状況等を適切に
公表し、社会に対する説明責任を果た
す。

内部質保証システムの適切性について
定期的に点検・評価を行い、その結果を
もとに改善・向上に向けた取り組みを行
う。

教育課程の編成・実施方針に基づ
き、学部・学科に応じたカリキュラ
ムマップやツリーを作成して、必要
な授業科目を適切に設定し、接続性
初年次教育・高大連携に配慮した教
育内容、専門分野の高度化に対応し
た教育内容を提供する。
幅広く深い教養及び総合的な判断力
を培い、豊かな人間性を涵養する教
育課程を編成する。
コースワークとリサーチワークを適
切に組み合わせた大学院教育を行
う。
教育目標の達成に向けた授業形態、
学生の主体的参加を促す授業方法
（アクティブラーニング）など、学
修指導を充実する。

教育効果を上げるための多様な手段
の導入と情報ネットワークを利用し
た教育システムへ展開し、キャンパ
ス外教育を推進する。

授業の目的、到達目標、授業内容・
方法、授業計画、成績評価方法・基
準等を明らかにしたシラバスを、統



教務委員より、11月度経営学部教務
委員会並びに教授会にて、シラバス
の内容と授業内容・方法との整合性
を取りシラバスに基づく授業を行う
よう各教員に指導を行なった。

　○ 　○

シラバスに沿った講義を行うよう
メール配信などで指導した。

　○ 　○

　○
レポートや卒業論文評価の際のルー
ブリックを策定した。

　○ 　○

　○
教員が授業評価アンケートの結果を
踏まえた学部長・学科長の面談を通
じて改善策を検討した。

　○ 　○

　○
就実大学経営学会定例研究会の2018
年度第1回は6月6日（水）寺前俊孝
氏（就実大学経営学部講師）が「国
産豚肉の（流通）ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨに関す
る研究」、第2回は原田淳氏が（県
立広島大学総合教育ｾﾝﾀｰ教授「ｽﾄﾚｽ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの技法と実際」、第3回は古
塚秀夫氏が（鳥取大学農学部教授）
「ﾓﾝｺﾞﾙにおける自計式農家経済簿
の改良と普及について」が報告し討
論した。大学HPの更新にあたって、
教育課程の編成・実施方針も更新し
て掲載した。

　○ 　○

　○

6月17日、7月21・22日および8月
25・26日に行われたオープン・キャ
ンパスにおいて説明を行った（資料
有）。

　○ 　○

　○
すでに設定済み 　○ 　○

　○
教学執行部会議（8月3日および24
日）の議事に基づいて2019年度入試
の合格者数ならびに入学者数を調整
することが決定。

　○ 　○

　○
現在、準備中。後期に行う予定 　△ 　△

入試区分、累積GPA、就職状況につ
いての個人別データベースを把握
し、それらを結合することにより追
跡調査を行うことが可能と考えら
れ、それらを基に有効な入学方法に
ついて検討を行うことが可能である
と検討された。しかしながら、本学
のデータベースが統合できておら
ず、そのようなシステムが開発され
ることを待って検討を進める予定で
ある。

　○ 　○

経営学部では毎月就実大学経営学会
定例研究会を実施しており、教育の
質的向上を継続的に図っている。
2018年度第1回は6月6日（水）寺前
俊孝氏（就実大学経営学部講師）が
「国産豚肉の（流通）ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨに
関する研究」、第2回は原田淳氏が
（県立広島大学総合教育ｾﾝﾀｰ教授
「ｽﾄﾚｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの技法と実際」、第3
回は古塚秀夫氏が（鳥取大学農学部
教授）「ﾓﾝｺﾞﾙにおける自計式農家
経済簿の改良と普及について」が報
告し討論した。

　○ 　○

　○

次年度退職予定者後任人事につい
てーケティング論、財務会計論は講
師・准教授公募、農業経済学は学内
推薦により行うことをとし、財務会
計、農業経済学については、人事委
員会・人事教授会で決定した。マー
ケティング論については、9月10日
締め切りで２回目の公募を締め切り
人事選考を行うこととなっている。

　○ 　○

　○
教務委員会を中心にカリキュラム、
ビジネスプランコンテスト、長期イ
ンターンシップ事前準備講座、イン
グリッシュキャンプのカリキュラム
化および留学コースの内容を検討し
ている。

　○ 　○

　○

［学生の受け入れ］
教育の理念・目的を実現するため
に、学生の受け入れ方針を明示
し、その方針に沿って適切な入学
者選抜制度により公正な受け入れ
を行う。（留学生を含む）

［教員・教員組織］
教育の理念・目的を実現するため
に、求める教員像や教員組織の編
制方針を明確にし、それに基づく
教員組織を整備するとともに、
ファカルティ・ディベロップメン
ト（ＦＤ）活動を実施して絶えず
教員の資質向上に取り組む。

主観的評価を排除するべく、可能な
限りレポートや卒業研究の評価には
ルーブリックを使用する。

レポートや卒業論文評価の際のルー
ブリックを策定する。

半期毎の授業評価アンケートを実施
し、結果に基づいて改善を行う。

教員が授業評価アンケートの結果を
踏まえて学部長・学科長と面談し、
改善策を検討する。

授業の相互参観を行い、改善策を作
成する。また、長期インターンシッ
プや留学運営委員会を開催し、学外
組織を巻き込んだ研修機会を設け
る。

教育方法について全学研修、学部学
会の定例研究会で深めていく。授業
相互参観は実施しており、今後も
行っていく。また、平成２９年度に
は長期インターンシップ協力先企
業・団体を招き、教育効果の高いイ
ンターンシップについての研修を
行っており、平成３０年度も引き続
き開催する。

シラバスの内容と授業内容・方法と
の整合性を取り、シラバスに基づく
授業を行うよう、各教員に指導を行
う。

メール配信などで、シラバスに沿っ
た講義を行うよう、指導する。

シラバスに評価方法を明記するとと
もに、厳正な運用を行う。主観的評
価を排除するべく、可能な限りレ

シラバスを改訂した。レポートや卒
業論文評価の際のルーブリックを策
定する。

入学定員に対する入学者数比率なら
びに収容定員に対する在籍学生数比
率を把握し、適正な管理を行う。

入学定員に対する入学者数比率なら
びに収容定員に対する在籍学生数比
率を把握し、適正な管理を行う。

在学生に対して、入学者選抜方法、
入学後の成績、および就職に関して
追跡調査を行い、適正な入学選抜方
法について随時、検討を行う。

在学生に対して、入学者選抜方法、
入学後の成績、および就職に関して
追跡調査を行い、適正な入学選抜方
法について検討を行う。

経営学部のFDで組織的教育レベルの
向上を図る。

経営学部のFDを実施し教育の質的向
上を図る。

全学3ポリシーに基づいたアドミッ
ション・ポリシーはすでにホーム
ページおよび募集要項に掲載されて
いるため、オープンキャンパスおよ
び出張講義等で受験生への周知を図

全学3ポリシーに基づいたアドミッ
ション・ポリシーを、オープンキャ
ンパスにおける募集要項の説明およ
び出張講義等で受験生への周知を図
るようにする。

小論文および面接の評価基準につい
て事前に設定し、試験担当者に周知
させる。

設定された小論文および面接の評価
基準を、試験担当者に周知させる。

学部将来計画委員会を設置し人事部
会において教員配置検討する

次年度退職・移動予定者の後任人事
を今後の人事計画とともに人事委員
会・人事教授会、人事部会において
明確にする。

開学時の方針を見直し、学部将来計
画委員会に人事部会を設定し、適正
な教員人事配置の検討を開始する。

開学時の方針を見直し、学部将来計
画委員会に人事部会において、適正
な教員人事配置の検討を開始する。

シラバスの内容と授業内容・方法と
の整合性を取り、シラバスに基づく
授業を行う。

求める学生像、学生の受け入れ方針
（アドミッションポリシー）を設定
し、公的刊行物やホームページ等に
よって、受験生に周知し、社会に公
表する。
学生の受け入れ方針に基づき、学生
募集及び入学者選抜の制度や運営体
制を適切に整備し、入学者選抜を公

適切な定員を設定し、在籍学生数を
収容定員に基づき適正に管理する。

学生の受け入れの適切性について定
期的に点検・評価を行い、その結果
をもとに改善・向上に向けた取り組
みを行う。

教員に求める能力・資質、教員構
成、教員の組織的な連携体制と教育
研究に係る責任の所在など、各学部･
研究科等の教員組織の編制に関する
方針を明示にする。

厳格な成績評価を実施するシステム
と制度を構築し、学生学修力の向上
と教育の質の改善を図り、単位制度
学修成果を測定するための評価指標
（ルーブリック評価など）を適切に
設定し、学位授与（卒業・修了認
授業評価アンケートや相互授業参観
などにより、教育成果について定期
的な検証を行い、その結果を授業の
内容及び方法の改善に反映させる。

教育内容・方法等の改善を図るため
に、組織的な研修・研究の機会を設
ける。

学位授与にあたり学位論文審査の基
準を適切に設定し、学生に明示す
る。

教育課程・編制方針に基づき、教育
研究活動を展開するため、授業科目
と担当教員の資格・適合性を明確に
して、教員組織を適切に編制する。

教員の募集・採用・昇格等に関する
規定及び手続きを明確にして、適切
な教員人事を行う。



学内研修に参加すると共に6月11日
に行われた就実大学経営学会2018年
度第2回は原田淳氏が（県立広島大
学総合教育ｾﾝﾀｰ教授「ｽﾄﾚｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
の技法と実際」の公園を聞き研修を
行った。

　○ 　○

　○
大学の基本方針を受け入れて作成し
た経営学部の評価システムにより前
年度の評価および今年度の計画につ
いて9月14日に面談を行うと共に前
年度研究実績による研究費配分を実
施し9月19日の教授会で報告した。

　○ 　○

　○
1年生には入学時に、①履修要覧

と②シラバス、③キャンパス・プラ
ンの冊子を配布し、学生支援に関し
て概要を学生に伝えた。全学年で5
～10名の少人数ゼミナールを行い、
個別の問題があれば対応した

　○ 　○

　○
本学では、「就実e学生支援システ
ム」として①eラーニングシステム
（WebClass+ 出席管理システム）、
②eポートフォリオシステムを位置
づけて、各教員が必要に応じてそれ
らを活用し、学修支援を推進した。

　○ 　○

　○
本学部では全学年で少人数ゼミ

ナールを実施しているので、その中
で留年・休学・退学希望者に対応し
ている。また、こうした学生につい
て、教授会で情報を共有している。
それらの情報は教授会議事録として
保管されている。

　○ 　○

　○
出張講義として、高校から3件の

依頼があり、教員を派遣した（ただ
しうち1件は西日本豪雨により中
止）。この記録は入試課に保管され
ている。また、講師派遣の依頼が1
件あり、教員を派遣した。この記録
は総務課に保管されている。

　○ 　○

　○
全学年で実際されている少人数ゼ

ミナールの担当教員、保健管理セン
ター、教務課が連携して、適切な処
置に取り組んだ。これらに関する記
録は、保健管理センターに保管され
ている。

　○ 　○

　○
2・3・4年の前年度の成績につい

ての優秀者に各学年3人づつ表彰状
と副賞を提供した。これに関する記
録は学生課に保管されている。
SA制度については2つの講義で活用
し た 。
西日本豪雨被害を受けた学生につい
て、来年度（31年度前期）の各費用
の減免措置をとることを決定した。
ここには、来年度入学生も含む。

　○ 　○

　○
全学年で実際されている少人数ゼ

ミナールの担当教員、保健管理セン
ター、教務課が連携して、適切な処
置に取り組んだ。これらに関する記
録は、保健管理センターに保管され
ている。

　○ 　○

　○
2年次後期の長期インターンシッ

プにむけた準備を、前期の2年生の
少人数ゼミナールで行った。またこ
の背後では、インターンシップ・プ
ログラム運営委員会を毎月開催して
全体の調整を行った。この議事録は
キャリア・センターに保管されてい
る。就職活動については、キャリア
センター及び少人数ゼミナール担当
教員が対応した。

　○ 　○

　 　○

学生担当教員を2名に拡充して、速
やかな対応と情報強雨に努めた。

　○ 　○

　○

岡山市中区区づくり推進事業に学生
とともに参画、まちづくり事業の評
価、助言を行った。

　○ 　○

　○

海外の本学協定校20校から16名の学
生を招き「就実サマープログラム
2018」を実施。経営学部からバディ
と し て 40 名 が 参 加 し た 。
G・ハプスブルグ大公を招き7月6日
に準備していたグルーカルフォーラ
ムが、西日本豪雨のため中止とな
り、代替措置として同氏によるビデ
オ講演会を9月に実施することとし
た。「国際ビジネスプラニング夏の
学校 in Hiroshima」に経営学部教
員指導の下、学生3名が参加した。

　○ 　○

［社会連携・社会貢献］
教育の理念・目的を実現するため
に、社会連携・社会貢献に関する方
針を明確にし、その方針に沿って社
会との連携に配慮し、教育研究成果
を広く社会に還元する。

［学生支援］
教育の理念・目的を実現するために
学生支援に関する方針を明確にし、
学生が学修に専念し、安定した学生
生活を送ることができるよう、修学支
援、生活支援および進路支援を適
切に行う。

経営学部としての評価システムを大
学の基本方針に則り実施する。

経営学部としての評価システムを大
学の基本方針に則り実施する。

1年生には導入ゼミナール，2・3年生
には専門ゼミナールという教員一人
当たり5～10名の少人数ゼミナールを
もち，そこにおいて学生一人一人の
状況に応じた支援を行う。

1年生には導入ゼミナール，2・3年
生には専門ゼミナールという教員一
人当たり5～10名の少人数ゼミナー
ルをもち，そこにおいて学生一人一
人の状況に応じた支援を行う。

経営学部では導入ゼミナールを中心
として学生の個別指導をする。ま
た，この中での経験値を教員が相互
に共有し学部全体としての整合性を
担保する。また，質的向上を図る。

導入ゼミナールを中心として学生の
個別指導を行い、そこでの経験値を
教員が相互に共有し学部全体として
の整合性を担保するとともに質的向
上を図る。

学内のFD研修とともに学部独自の研
修をする。

学内のFD研修とともに学部独自の研
修をする。

学生支援担当教員を従来の1名から2
名へと拡充し，適切性を向上させ
る。経営学部の中の学部委員会にお
いて適切な対応を計り，速やかに教
員内での情報の共有化をする。

学生担当教員を従来の1名から2名へ
と拡充し，適切性を向上させるとと
もに学部の委員会において適切な対
応を計り，速やかに教員内での情報
を共有する。

成績優秀者への経済支援をするとと
もにSA制度をさらに推進する。家庭
事情の急変に伴う経済修学支援につ
いては，学生課と連携して各ゼミ教
員も学生の状況を把握し，学内制度
の利用を図る。

成績優秀者への経済支援をするとと
もにSA制度を推進する。家庭事情の
急変に伴う経済修学支援について
は，ゼミ教員による学生の状況を把
握に基づいて学生課と連携し，学内
制度の利用を図る。

保健管理センター・教務課と連携し
て適切な処置に取り組む。また学部
の教授会・各種委員会において学生
一人一人の状況を把握し問題把握・
解決に努める。

保健管理センター・教務課と連携し
て適切な処置に取り組む。学部の教
授会・各種委員会において学生一人
一人の状況を把握し問題把握・解決
に努める。

二年次後期の長期インターンシップ
に向けて引受先の企業等との詳細プ
ログラムの事前調整を行う。長期イ
ンターンシップ終了後も，交流会等
の開催を通じて主体的にキャリア設
計する機会を設ける。

長期インターンシップに向けて引受
先の企業等との詳細プログラムの事
前調整を行うとともに長期インター
ンシップ終了後も，交流会等の開催
を通じて主体的にキャリア設計する
機会を設ける。

経営学部の休学・退学者数を把握
し，低減に向けて上記ゼミ担当教員
が学生一人一人の状況に合わせたき
め細かな対応によって，休退学者数
低減を図る。

休学・退学者数を把握し，低減に向
けゼミ担当教員が学生一人一人の状
況に合わせたきめ細かな対応によっ
て，休退学者数低減を図る。

包括提携校との連携強化を含めて高
校でのミニ講義を実施する。

包括提携校との連携強化を含めて高
校でのミニ講義を実施する。

保健管理センター・教務課と連携し
て適切な処置に取り組む。

障がいのある学生に対して、保健管
理センター・教務課と連携して適切
な処置に取り組む。

地域の経済団体や行政と連携し、国
内外の講師と本学教員によるフォー
ラムを開催する。

地域の経済団体や行政と連携し、適
時のテーマを設定し国内外の講師と
本学教員によるフォーラムを開催す
る。

学生学修意欲喚起や学修時間の確保に
向けての学修e-ポートフォリオの導入
で、学修支援を推進する。

留年者及び休・退学者の状況を把握し、
低減に向けての部局での方策を検討
し、適切に対処する。

リメディアル教育や高大連携による入試
前教育に関する支援体制を整備し、適
切に実施する。

障がいのある学生に対する支援体制を
整備し、修学支援措置を適切に行う。

奨学金等をを通じた経済的支援の充実
を図り、安定した学生生活の実現に努め
る。

ＦＤ活動を組織的かつ多面的に実施
し、教員の資質向上及び教員組織の
改善・向上を図る。

教育研究活動等、教員組織の適切性
について定期的に点検・評価を行
い、その結果をもとに改善・向上に
向けた取り組みを行う。

学生に対する修学支援、生活支援、進
路支援など、学生支援に関する方針を
明示する。

社会へのサービス活動、地域交流・国際
交流事業への積極的参加など、学外組
織との連携協力による教育研究を推進
し、教育研究成果を適切に社会に還元
する。

心身の健康保持・増進及び安全・衛生
へ配慮するとともに、学生の人権を保障
し、ハラスメント防止のための措置を適切
に行う。

キャリア支援に関する組織体制を整備
し、進路選択に関わる指導・ガイダンスを
実施する。

学生支援の適切性について定期的に点
検・評価し、その結果をもとに改善・向上
に向けた取り組みを行う。



8月に提携大学のタイのカセサート
大学で開催された国際学会でに本学
部教員が研究報告を行った。留学担
当の教員を表敬訪問し、現在の経済
学部に加えて経営学部の国際マーケ
ティングプログラムでも留学生の受
け入れが可能となったことが確認さ
れた。さらにカセサート大学の学生
の海外留学説明会の中で本学への留
学についての説明を行った。
9月に韓国の提携校から経営学部に
留学生を迎えた。韓国留学経験者を
バディにしながら学生間の交流がは
かられた。
ビル・エモット氏を招き、11月2日
に学部生向けに講義が行われた。3
日は「2018年就実グローカルフォー
ラム」を開催し、エモット氏、グレ
ン・S.フクシマ氏、出井伸之氏が基
調講演ののち、本学教員とパネル
ディスカッションを行い、本学学生
も大勢が参加した。
本年度、MOUを調印したウィスコン
シン大学ラクロス校から留学担当者
が来日し、学生・教員は説明会と交
流会に参加した。

　○ 　○

学部将来計画委員会を設置し、カリ
キュラム部会を中心に、三ポリシー
の検証、実施計画、学生指導、研究
推進体制の部会での検討を開始し
た。

　△ 　△

学部内に予算委員会、拡大教務委員
会を構成し、可能な限り多数の意見
等を集約することを開始した。

　○

平成30年度は岡山市倉敷市を中心と
する県内企業59社へ87名の長期イン
ターンシップと5か国8大学へ10名の
留学を派遣しつつある。9月10日に
長期インターンシップ提携企業交流
会を実施した。

　○ 　○

①経営学部には、「agora」（ゼミ
室）と「i-café」（経営学部生専用
情報教室）があり、1～4年のゼミ
ナールでagoraを使用した。また学
生は空き時間にもagoraやi-caféを
活 用 し た 。
②キャリア支援の一環として、4月
には、3年生が、2年次に経験した長
期インターンシップあるいは海外留
学の成果を発表する機会を設けて、
2年生もそこに参加し、2・3年生は
多様な企業や国について知る機会を
得た。また1～4年生の少人数ゼミを
起点として担当課と連携しながら決
め細やかな学生指導を実施した。

　○ 　○

　○
また1～4年生の少人数ゼミを起点と
して担当課と連携しながら決め細や
かな学生指導を実施した。

　○ 　○

　○
本年度は10名の学生を留学に派遣し
た。留学者増員のための新クラス設
置について検討をすすめている。具
体的には、派遣先の絞り込み、プロ
グラムの設計について検討を進めて
いる。

　△ 　△

2014年の開講以来、本学部の留学派
遣学生の数は徐々に増加してきた
が、さらに海外留学を増員すべく、
本年度に新しい留学クラスとして
「コミュニケーション・クラス」を
用意した。これは、従来から本学で
実施してきた語学留学プログラムを
基盤として、学部留学（学部講義の
受講）も可能な大学を提携校から選
抜したものであり、具体的には、
ウィスコンシン大学ラクロス校、カ
リフォルニア大学チコ校を新クラス
の派遣校に設定した。従来からのプ
ログラムは「アドバンスド・クラ
ス」として引き続き運営し、新クラ
スの留学条件、学生の選抜基準につ
いて内規を作成し、より多くの学生
に機会が与えられる環境を整えた。

　○ 　○

◆中期目標・中期計画に基づく各部局年度計画及び実行計画と達成状況の運営について◆

（２）平成３０年度実行内容は、平成３０年計画の具体的取組・実行内容を具体的にかつ定量的（数値的）に記載する。
（３）計画達成状況は、年度途中（9月末）、年度末（３月末）に計画の達成状況を部局長及び学長が評価し、次年度計画の参考とする。

【平成３０年度大学院・大学の主要事業計画と改革の重点事項】
［特色ある取り組み］
社会を意識して学び、学生自らが
成長を実感できる教育改革、充実
した学生生活支援、新たな価値を
創出する地域連携活動などを通し
て、本学の魅力や教育・研究の質
を高め、個性を磨いて差別化を図
るため、特色ある大学改革を推進
する。
（１）組織的な大学改革への取り
組みと活力ある組織への転換によ
る教学ガバナンスの強化
（２）3ポリシーを具現化して学
生の成長を促進する教育改革と多
様性豊かな人材育成の推進
（３）学内環境の整備と学生生
活・修学・キャリア支援体制の強
化による学生の満足度向上
（４）入試・奨学金制度改革によ
る優秀な学生の確保と効果的な入
試広報活動の充実
（５）教員研究力・地域貢献力の
向上・活性化によるイノベーショ
ン創出とグローバル化推進

（１）平成３０年度計画は、就実大学大学院・就実大学中期目標・計画の具体的な取組・実行内容に基づいて計画する。中期目標・計画に関連して、新たな取組がある場合は項目を増やして記載す
る。

「agora」「i-café」「f-café」の
運営状況を把握し積極的利用を図
る。 長期インターンシップに関し
て派遣先企業以外の状況も知ること
のできる発表会を開催しキャリア形
成の一助とする。学生支援について
は少人数ゼミを通じて学生一人一人
の状況を把握し，担当課と連携して
問題把握・解決に努める。

優秀な学生を確保するために、AO型
入試（自己推薦入試、総合選抜入
試）および推薦型入試（学校推薦入
試Ⅰ，Ⅱ）においても小論文あるい

優秀な学生を確保するために、AO型
入試（自己推薦入試、総合選抜入
試）および推薦型入試（学校推薦入
試Ⅰ，Ⅱ）においても小論文あるい

学部将来計画委員会を設置し、教学
ガバナンス体制の検討に入る。

いいんかい、

提携大学との交流を拡充する。

提携大学との学生・教員間との交流
を拡充する。本年度9月に海外提携
20大学の学生を対象に就実大学サ
マーキャンプを実施する。

海外留学者を増員するため、新たな
コ ー ス を 設 置 す る 。
留学生の受け入れ体制を充実する。

既存のグローバル・ビジネス・マネ
ジメント・コースをコミュニケー
ション・コースとアドバンスド・
コースの二つに分化し、留学応募者
を増やす。本学への留学生のチュー
ター制度利用を促す。

地元企業への長期インターンシップ
と海外提携大学で受講する留学ﾌﾟﾛｸﾞ
ﾗﾑを充実強化する。履修要覧を改訂
し、諸ポリシーを明文化するととも
にウエブシラバスとしてインター
ネット上に公開する。ICT教育やアク
ティブラーニング、PBLなどの主体的

二年後期に4か月に亘るの地元企業
への長期インターンシップと海外提
携大学で受講する留学ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを実
施 す る 。
履修要覧を改訂し、諸ポリシーを明
文化するとともに、履修要覧をウエ
ブシラバスとしてインターネット上

「agora」「i-café」「f-café」の運
営状況を把握し積極的利用を図る。
長期インターンシップに関して派遣
先企業以外の状況も知ることのでき
る発表会を開催しキャリア形成の一
助 と す る 。
学生支援については少人数ゼミを通
じて学生一人一人の状況を把握し，
担当課と連携して問題把握・解決に
努める。

①学内外の情報収集・解析に基づく戦
略的な大学改革を推進し、エビデンスの
可視化、周知と相互理解を図り、組織的
活動をPDCAサイクルで活性化する。
②センター・委員会組織の機能強化、全
学的な組織・制度改革を検討し、教職協
働を促進して、中期目標計画を着実に
実行する。
③事務組織の充実・効率的な運営、FD・
①3ポリシーに基づく教養・専門教育カリ
キュラムの体系化、スリム化など抜本的な
改革を実施する。
②ICT教育やアクティブラーニング、PBL
などの主体的学びによる教育の質転換
を図り、特色ある教育で学生の成長を推
進する。

①学生生活実態調査に基づいて、大学
施設の計画的な整備、学生の活動を支
援するキャンパスアメニティを充実させ、
学生の満足度向上を図る。
②キャリア支援の強化、学生相談室によ
るメンタルサポートと障がい学生への支
援体制を強化、e-ポートフォリオの運用
促進などによるきめ細かな学生支援を推
進する。

①高大接続に対応した新入試制度や特
待生制度を見直して優秀な入学者を確
保するとともに、奨学金制度のさらなる充
実、学生寮を整備するなど、経済的に修

①教員研究力の向上・活性化を図り、本
学の魅力や強み・特色を明確に打ち出
して広報活動を展開し、新たな価値を創
出して地域活性化に繋がる全学的な研
究ブランディング事業に取り組む。②大
型補助金の戦略的獲得、外部研究資金
獲得の促進、学部横断共同プロジェクト
や産学官連携促進、学内競争的資金制
度や褒賞制度を充実し、若手研究者の
支援体制を強化する。③学生の海外留
学や留学生を増やすための支援体制を
整備・強化し、グローバル化を推進する。

グローバル化促進として、留学生の積極
的な受け入れ、さらに外国人研究者活
躍の場を広げ、本学の構成員の国際的
活動能力の向上を図る。


